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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業

の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期 

第１四半期 
連結累計期間

第40期 
第１四半期 
連結累計期間

第39期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (千円) 10,064,066 9,464,415 49,298,102 

経常利益 (千円) 65,917 109,287 2,056,689 

四半期(当期)純利益(△損失) (千円) △20,295 51,216 1,557,666 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △53,283 89,281 1,652,829 

純資産額 (千円) 31,542,678 33,100,081 33,246,205 

総資産額 (千円) 61,827,229 63,342,921 64,904,909 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額(△損失) 

(円) △0.86 2.18 66.41 

自己資本比率 (％) 50.9 52.2 51.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1) 経営成績の分析 

日神不動産株式会社の新築分譲マンションの販売は、前期在庫物件の販売を中心に好調に推移しまし

た。日神住宅サポート株式会社の賃貸用物件の販売において完成物件がなかったことから、結果として

連結売上高は9,464百万円（前年同期比6.0％減）となりました。 

利益面では、主に日神不動産株式会社の利益率が向上したことから、売上総利益は1,664百万円（前

年同期比6.0％増）に増加しました。 

 営業利益は、売上総利益の増加により105百万円（前年同期比30.4％増）、経常利益は109百万円（前

年同期比65.8％増）を確保しました。  

 四半期純利益は、２期ぶりに51百万円（前年同期は20百万円の損失）の黒字となりました。 

 なお、報告セグメントにて区分した場合の売上高は以下のとおりです。 

  

① 不動産事業 

当社グループの主力事業である新築分譲マンションの販売は、前期在庫物件の販売を中心に行いまし

た。 

前年同期と比較して、販売戸数の増加及び販売単価の上昇の結果、売上高は3,839百万円（前年同期

比20.6％増）、セグメント損失は49百万円（前年同期184百万円の損失）となりました。 

  

② 建設事業 

多田建設株式会社の建設受注は引続き好調であるものの、建築資材費や人件費の上昇により利益率は

低下しております。この結果、売上高は4,885百万円（前年同期比1.8％減）、セグメント利益は14百万

円（前年同期比61.0％減）となりました。 

 なお、利益率の低下は期初想定の範囲内です。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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③ 不動産管理事業 

不動産管理事業は、マンションの共用部分の管理業を中心として、ビル管理も受託しており、当連結

会計期間末におけるマンションの管理戸数は25,000戸超となっております。 

 前年同期に比べて大規模修繕工事の完了件数が少なく、結果として、売上高は815百万円（前年同期比

4.0％減）、セグメント利益は77百万円（前年同期比12.3％減）となりました。 

  

④ 賃貸管理事業 

賃貸管理事業は、賃貸仲介、賃貸物件の管理受託等、堅調に推移しました。 

 なお、賃貸用物件の販売は、完成物件がなかったことから、当該売上高及び戸数は50百万円、3戸に

とどまりました。この結果、売上高は555百万円（前年同期比67.2％減）、セグメント利益は50百万円

（前年同期比68.2％減）となりました。 

  

⑤ ゴルフ場事業 

米国のゴルフ場２社は、前期に引き続きゴルフ場資産の全てをゴルフ場運営会社に一括してリースし

ていることから、ゴルフ場事業から除外しており、株式会社平川カントリークラブのみを対象としてお

ります。 

 同社が運営している平川カントリークラブでは、売上高は155百万円（前年同期比6.7％減）、セグメ

ント損失は14百万円（前年同期４百万円の損失）となりました。 

 なお、営業外収益として名義書換料収入を計上しており、経常損益は黒字となっております。 

  

⑥ その他 

引き続き、米国のゴルフ場２社はゴルフ場資産を全て一括して賃貸しております。日神ファイナンス

株式会社は、少額の新規貸付を若干行っておりますが、縮小均衡を目指しております。 

 この結果、売上高は85百万円（前年同期比102.5％増）、セグメント利益は８百万円（前年同期12百

万円の損失）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

① 総資産 

主に現金及び預金や販売用不動産の減少が不動産事業支出金の増加を上回った結果、総資産は63,342

百万円（前年度末比2.4％減）となりました。 

  

② 負債 

主に長期借入金の減少により、負債合計は30,242百万円（前年度末比4.5％減）となりました。 

  

③ 純資産 

配当金の支払等による利益剰余金の減少に伴い、純資産合計は33,100百万円（前年度末比0.4％減）

となりました。 

  

(3) 業務上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間における特記すべき活動はありません。 
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(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間における特記すべき活動はありません。 

  

(5) 従業員数 

当第１四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

  

(6）生産、受注及び販売の実績 

当第１四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。 

  

(7）主要な設備 

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の計画の著しい変更は

ありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 74,000,000 

計 74,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,475,630 23,475,630 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。 

計 23,475,630 23,475,630 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成25年６月30日 ― 23,475,630 ― 10,111,411 ― 426,578 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 平成25年６月30日現在 

 
(注) １.「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式3,100株（議決権の数31個）が含まれて

おります。 

２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

平成25年６月30日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)  (自己保有株式) 
普通株式 22,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 23,396,800 233,968 同上 

単元未満株式 
 
普通株式 56,830 ― 同上 

発行済株式総数 23,475,630 ― ― 

総株主の議決権 ― 233,968 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
 日神不動産株式会社 

東京都新宿区新宿 
五丁目８－１ 

22,000 ― 22,000 0.09 

計 ― 22,000 ― 22,000 0.09 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,435,875 20,287,699

受取手形・完成工事未収入金等 ※1  5,618,304 ※1  5,837,047

販売用不動産 9,169,044 ※2  7,540,905

不動産事業支出金 12,687,662 14,570,462

未成工事支出金 101,904 42,178

商品 6,580 7,245

短期貸付金 377,179 11,391

その他 1,942,434 1,840,289

貸倒引当金 △192,846 △157,113

流動資産合計 51,146,137 49,980,105

固定資産   

有形固定資産 11,201,094 ※2  10,813,594

無形固定資産   

のれん 293,543 264,189

その他 107,425 118,873

無形固定資産合計 400,969 383,062

投資その他の資産 ※3  2,156,708 ※3  2,166,158

固定資産合計 13,758,771 13,362,815

資産合計 64,904,909 63,342,921

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 ※5  6,028,936 ※5  4,449,236

短期借入金 8,370,638 9,773,160

1年内償還予定の社債 80,380 80,380

未払法人税等 255,875 44,718

引当金   

賞与引当金 237,052 94,560

完成工事補償引当金 81,070 78,866

工事損失引当金 14,432 2,335

短期更生債権 444,339 444,339

その他 2,765,653 3,336,200

流動負債合計 18,278,378 18,303,795

固定負債   

社債 1,182,620 1,182,620

長期借入金 8,012,711 6,608,490

引当金   

退職給付引当金 1,529,441 1,498,541

役員退職慰労引当金 285,130 287,560

債務保証損失引当金 484,813 471,542

更生債権 715,698 715,698

その他 1,169,909 1,174,590

固定負債合計 13,380,325 11,939,044

負債合計 31,658,703 30,242,839
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,111,411 10,111,411

資本剰余金 426,578 426,578

利益剰余金 23,106,080 22,922,761

自己株式 △24,701 △24,809

株主資本合計 33,619,369 33,435,942

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 80,119 83,103

為替換算調整勘定 △467,321 △436,743

その他の包括利益累計額合計 △387,201 △353,640

少数株主持分 14,037 17,779

純資産合計 33,246,205 33,100,081

負債純資産合計 64,904,909 63,342,921
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 10,064,066 9,464,415

売上原価 8,493,425 7,799,783

売上総利益 1,570,640 1,664,632

販売費及び一般管理費 1,489,847 1,559,304

営業利益 80,793 105,327

営業外収益   

受取利息 2,604 3,581

受取配当金 5,757 5,274

受取手数料 18,000 18,700

貸倒引当金戻入額 － 34,423

完成工事補償引当金戻入額 12,657 －

債務保証損失引当金戻入額 375 4,543

その他 21,479 23,665

営業外収益合計 60,874 90,187

営業外費用   

支払利息 75,599 86,076

その他 149 151

営業外費用合計 75,749 86,227

経常利益 65,917 109,287

特別利益   

固定資産売却益 4,889 102

負ののれん発生益 2,279 752

特別利益合計 7,169 855

税金等調整前四半期純利益 73,087 110,142

法人税、住民税及び事業税 74,130 36,844

法人税等調整額 22,445 17,577

法人税等合計 96,576 54,421

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△23,488 55,720

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,193 4,504

四半期純利益又は四半期純損失（△） △20,295 51,216
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△23,488 55,720

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,930 2,983

為替換算調整勘定 △20,864 30,577

その他の包括利益合計 △29,794 33,560

四半期包括利益 △53,283 89,281

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △49,335 84,776

少数株主に係る四半期包括利益 △3,948 4,504
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

(1) 連結の範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

  

(2) 持分法の適用範囲の重要な変更 

該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

※１ 手形の割引高及び裏書譲渡高 

 
  

※２ 固定資産から販売用不動産への保有目的の変更 

当第１四半期連結会計期間(平成25年６月30日) 

（千円） 

 
  

  

※３  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

 
  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

受取手形割引高 464,692千円 464,692千円 

受取手形裏書譲渡高 68,000 38,433 

地域 種類 用途 期末簿価 

栃木県 土地及び建物 賃貸不動産 275,871 

東京都 土地及び建物 賃貸不動産 98,760 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

投資その他の資産 1,116,567千円 1,129,544千円 
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 ４ 保証債務 

(1) 販売顧客の金融機関等からの借入に対し債務保証を行っております。 

 
  

(2) 連結子会社である日神ファイナンス株式会社は、賃借人と保証委託契約を締結し、契約上家賃の

６月分相当額を上限として家賃保証をしております。 

 
  

(3) 連結子会社である多田建設株式会社は、以下の会社の住宅販売に係る手付金等の保証会社の保証

残高について連帯保証しております。 

 
  

※５ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。 

   なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

前第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日 至  平成24年６月30日）及び当第１四半期連結

累計期間（自  平成25年４月１日 至  平成25年６月30日） 

当社の属するマンション業界は、マンション事業の特色として顧客への引渡が第２四半期及び第４四

半期に集中する傾向があり、例年、第１四半期の売上高は通期売上高と比較し大幅に低くなっておりま

す。 

  

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

販売顧客 1,952,059千円 1,834,654千円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

保証委託契約に基づく保証債務額 38,499千円 36,831千円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

㈱タカラレーベン 117,580千円 190,480千円 

㈱アーネストワン 66,800 96,900 

㈱新昭和 95,480 55,700 

その他 19,050 62,850 

合計 298,910千円 405,930千円 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日)
当第１四半期連結会計期間 

(平成25年６月30日)

支払手形 191,285千円 141,680千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算

書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間における減価償却費（のれんを除く無形固定

資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は次のとおりであります。 

 
  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

  

 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 53,449千円 62,890千円 

のれんの償却額 29,354 29,354 

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 234,536 10 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 234,535 10 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸ゴルフ場事業、信用保証業を含

んでおります。   

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(単位：千円) 

 

報告セグメント

その他 
(注)

合計

不動産事業 建設事業 
不動産  
管理事業

賃貸 
管理事業

ゴルフ場
事業

計

売上高         

外部顧客に 
対する売上高 

3,157,839 4,171,410 839,770 1,686,229 166,858 10,022,108 41,957 10,064,066

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

25,020 806,106 9,802 9,218 ― 850,147 207 850,355

計 3,182,859 4,977,517 849,572 1,695,448 166,858 10,872,256 42,165 10,914,421

セグメント利益     
又は損失（△）     

△184,637 35,966 88,384 158,917 △4,818 93,811 △12,867 80,943

 (単位：千円) 

利益 金額

報告セグメント計 93,811 

「その他」の区分の損失（△） △12,867 

セグメント間取引消去 29,203 

のれんの償却額 △29,354 

四半期連結損益計算書の営業利益 80,793 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸ゴルフ場事業、信用保証業を含

んでおります。   

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(単位：千円) 

 

報告セグメント

その他 
(注)

合計

不動産事業 建設事業 
不動産  
管理事業

賃貸 
管理事業

ゴルフ場
事業

計

売上高         

外部顧客に 
対する売上高 

3,812,474 4,062,460 800,814 547,692 155,731 9,379,174 85,241 9,464,415

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

27,284 823,525 14,469 8,094 ― 873,373 141 873,514

計 3,839,758 4,885,985 815,283 555,787 155,731 10,252,547 85,382 10,337,930

セグメント利益     
又は損失（△）     

△49,356 14,018 77,540 50,570 △14,508 78,265 8,069 86,334

 (単位：千円) 

利益 金額

報告セグメント計 78,265 

「その他」の区分の利益 8,069 

セグメント間取引消去 48,347 

のれんの償却額 △29,354 

四半期連結損益計算書の営業利益 105,327 
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(金融商品関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額(△損失)及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額(△損失) △86銭 2円18銭 

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益(△損失)(千円) △20,295 51,216 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(△損失）(千円) △20,295 51,216 

    普通株式の期中平均株式数(株) 23,453,674 23,453,514 
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年８月６日

日神不動産株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

 

 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日
神不動産株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間
(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25
年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日神不動産株式会社及び連結子会社の平成
25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士 杉 本 茂 次     印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  石 井 哲 也    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 佐 藤 哲 夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿五丁目８番１号 

【縦覧に供する場所】 日神不動産株式会社 横浜支店 

  (横浜市中区弁天通２丁目26番地２) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長佐藤哲夫は、当社の第40期第１四半期(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


